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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】加速度センサを用いることなく、輸液スタンド
の移動に伴う点滴筒の揺れを、より簡易な方法で安価で
精度よく検知する輸液ポンプを提供する。
【解決手段】輸液ポンプ６は、点滴筒３を滴下する液滴
を検知する滴落検知器７から液滴の滴下によって波形が
変化する滴下検知信号を取得し、取得した滴下検知信号
に基づいて液滴の体積の変化を検知することにより、加
速度センサを用いることなく、点滴筒の揺れを検知する
ことができる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　点滴筒を滴下する液滴を検知する検知器から前記液滴の滴下によって波形が変化する信
号を取得し、取得した前記信号に基づいて前記液滴の体積の変化を検知する検知部
　を備えた輸液ポンプ。
【請求項２】
　前記液滴の体積の変化に基づいて前記液滴の流量を制御する第１の制御と、液体を搬送
する搬送部における液体の搬送速度を制御して前記液滴の流量を制御する第２の制御を行
う制御部を更に備え、
　前記検知部は、前記液滴の体積の変化に基づいて前記点滴筒の揺れを検知し、
　前記検知部によって前記点滴筒の揺れが検知された場合、前記制御部は、前記液滴の流
量の制御を前記第１の制御から前記第２の制御に切り替える制御を行う
　請求項１記載の輸液ポンプ。
【請求項３】
　前記検知部は、前記信号を微分した波形の振幅または前記信号から得られる所定期間に
おける前記液滴の滴下数によって、前記液滴の体積の変化を検知する
　請求項２記載の輸液ポンプ。
【請求項４】
　前記検知部は、前記信号を微分した波形の振幅によって前記液滴の体積の変化を検知す
る際、前記信号を微分した波形の振幅が閾値より大きい場合に前記点滴筒が揺れていると
検知し、所定期間における前記信号から得られる前記液滴の滴下数によって前記液滴の体
積の変化を検知する際、静止している前記点滴筒での第１の所定期間における前記液滴の
滴下数と、前記信号から得られる第２の所定期間における前記液滴の滴下数との割合が予
め定めた範囲を超える場合に前記点滴筒が揺れていると検知する
　請求項３記載の輸液ポンプ。
【請求項５】
　前記制御部は、前記第２の制御において、前記搬送部における液体の搬送速度を、前記
検知部によって前記点滴筒の揺れが検知される前の搬送速度となるように制御する
　請求項２～請求項４の何れか１項に記載の輸液ポンプ。
【請求項６】
　前記制御部は、前記検知部によって前記点滴筒の揺れが検知されなくなった場合、前記
液滴の流量の制御を前記第２の制御から前記第１の制御に切り替える制御を行う
　請求項２～請求項５の何れか１項に記載の輸液ポンプ。
【請求項７】
　前記点滴筒の揺れに伴う警報を出力する出力部を更に備え、
　前記制御部は、前記第２の制御の実行期間は前記警報を出力しないように前記出力部を
制御する
　請求項２～６の何れか１項に記載の輸液ポンプ。
【請求項８】
　点滴筒を滴下する液滴を検知する検知器から前記液滴の滴下によって波形が変化する信
号を取得し、取得した前記信号に基づいて前記液滴の体積の変化を検知する
　ことを含む輸液ポンプの制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、輸液ポンプおよび輸液ポンプの制御方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　栄養状態の改善および維持、並びに病態の治療等のため、患者の状態に応じた輸液を患
者の静脈に挿入した注射針から投与する点滴が医療機関において広く行われている。
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【０００３】
　患者に点滴を行う場合、患者に投与する輸液の流量を監視および制御する輸液ポンプが
用いられる。したがって、従来から輸液ポンプにおいて、患者に投与される輸液の流量を
できるだけ正確に計測するための手法が提案されている。
【０００４】
　例えば、特許文献１では、点滴筒を落下する液滴の加速度を加速度センサで計測し、加
速度センサが出力する波形データの振幅から点滴筒を落下する液滴数を算出し、算出した
液滴数と予め定められた液滴数との比較結果から、液滴数が正常か否か判定する手法が提
案されている。
【０００５】
　また、特許文献２では、チューブを流れる液滴の搬送を行うフィンガを駆動するモータ
の回転数を検知して輸液の流量を監視し、当該流量が予め設定された流量の範囲を超える
場合に警報を発する手法が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１５－１２５１０５号公報
【特許文献２】特開平６－６３１３５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　一方、病院等の医療機関において、点滴中の患者は、輸液が入った輸液バッグおよび輸
液ポンプ等が装着された輸液スタンドと共に、例えば診察室或いはトイレ等へ移動するこ
とがある。この場合、輸液スタンドの移動および振動等によって、輸液バッグと輸液ポン
プとの間に設けられた点滴筒を滴下する液滴が予め設定されている体積より小さい状態で
滴下し易くなるため、点滴筒を滴下する液滴の滴下数が一時的に増加することがある。
【０００８】
　しかし、点滴筒を滴下する液滴の滴下数が増加したとしても、輸液スタンドの移動に伴
う点滴筒の揺れによって、液滴が点滴筒の点滴口から垂れ下がることができる最大の大き
さになる前に滴下するため、点滴筒を滴下する各液滴の体積が予め設定されている体積よ
り小さくなる。したがって、輸液スタンドと共に移動中の患者に投与される輸液の流量と
、点滴筒が揺れていない状態で患者に投与される輸液の流量との差分は、差異がないとみ
なせる範囲内に収まる傾向にある。
【０００９】
　しかしながら、特許文献１および特許文献２に記載の技術では、点滴中の患者が輸液ス
タンドと共に移動した場合、点滴筒を滴下する液滴の滴下数の増加を検知して、液滴の流
量には変化がないにもかかわらず、輸液ポンプが警報を出力することになる。
【００１０】
　輸液ポンプが警報を出力した場合、状況によっては患者の生命に関係する事項であるた
め、その都度看護師等の医療従事者が輸液ポンプの正常動作を確認する必要がある。また
、一般に、輸液ポンプは警報の出力を行った場合、患者の安全確保の観点から輸液の搬送
動作を停止するため、医療従事者は、輸液ポンプを操作して輸液の搬送動作を再開させる
作業を行う必要があり、医療従事者の負担を増加させる一因となっている。
【００１１】
　したがって、より簡易な方法で患者の移動等に伴う点滴筒の揺れを精度良く検知し、患
者の移動に伴って誤って出力される警報を抑制することが好ましい。
【００１２】
　点滴筒の揺れを検知するには、例えば特許文献１のように、点滴筒に加速度センサを取
り付ける方法が考えられるが、点滴筒の揺れの検知に必要な構成部品が増加してしまい、
コストが上昇するという問題が発生する。
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【００１３】
　本発明は、上記事実を考慮して成されたものであり、加速度センサを用いることなく、
点滴筒の揺れを検知する輸液ポンプを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　上記目的を達成するために本発明に係る輸液ポンプは、点滴筒を滴下する液滴を検知す
る検知器から前記液滴の滴下によって波形が変化する信号を取得し、取得した前記信号に
基づいて前記液滴の体積の変化を検知する。このように、液滴の滴下によって波形が変化
する信号から液滴の体積の変化を検知することにより、加速度センサを用いることなく、
点滴筒の揺れを検知することができる。
【００１５】
　本発明に係る輸液ポンプは、前記液滴の体積の変化に基づいて前記液滴の流量を制御す
る第１の制御と、液体を搬送する搬送部における液体の搬送速度を制御して前記液滴の流
量を制御する第２の制御を行う制御部を更に備え、前記検知部は、前記液滴の体積の変化
に基づいて前記点滴筒の揺れを検知し、前記検知部によって前記点滴筒の揺れが検知され
た場合、前記制御部は、前記液滴の流量の制御を前記第１の制御から前記第２の制御に切
り替える制御を行うことができる。
【００１６】
　本発明に係る検知部は、前記信号を微分した波形の振幅または前記信号から得られる所
定期間における前記液滴の滴下数によって、前記液滴の体積の変化を検知することができ
る。
【００１７】
　本発明に係る検知部は、前記信号を微分した波形の振幅によって前記液滴の体積の変化
を検知する際、前記信号を微分した波形の振幅が閾値より大きい場合に前記点滴筒が揺れ
ていると検知し、所定期間における前記信号から得られる前記液滴の滴下数によって前記
液滴の体積の変化を検知する際、静止している前記点滴筒での第１の所定期間における前
記液滴の滴下数と、前記信号から得られる第２の所定期間における前記液滴の滴下数との
割合が予め定めた範囲を超える場合に前記点滴筒が揺れていると検知することができる。
これによって、加速度センサ等の点滴筒の揺れを直接計測するセンサを用いることなく、
点滴筒の揺れを検知することができる。
【００１８】
　本発明に係る制御部は、前記第２の制御において、前記搬送部における液体の搬送速度
を、前記検知部によって前記点滴筒の揺れが検知される前の搬送速度となるように制御す
ることができる。これによって、点滴筒の揺れを検知した場合であっても、輸液の流量を
予め定めた流量に維持することができる。
【００１９】
　本発明に係る制御部は、前記検知部によって前記点滴筒の揺れが検知されなくなった場
合、前記液滴の流量の制御を前記第２の制御から前記第１の制御に切り替える制御を行う
ことができる。これによって、第２の制御による制御期間が制限されるため、専用のチュ
ーブを用いることなく第２の制御を実行することができる。
【００２０】
　本発明に係る輸液ポンプは、前記点滴筒の揺れに伴う警報を出力する出力部を更に備え
、前記制御部は、前記第２の制御の実行期間は前記警報を出力しないように前記出力部を
制御することができる。これによって、第２の制御の実行期間における点滴筒の揺れに伴
う誤警報の出力を抑制することができる。
【００２１】
　本発明に係る輸液ポンプの制御方法は、点滴筒を滴下する液滴を検知する検知器から前
記液滴の滴下によって波形が変化する信号を取得し、取得した前記信号に基づいて前記液
滴の体積の変化を検知する。このように、液滴の滴下によって波形が変化する信号から液
滴の体積の変化を検知することにより、加速度センサを用いることなく、点滴筒の揺れを
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検知することができる。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明に係る輸液ポンプによれば、加速度センサを用いることなく、点滴筒の揺れを検
知する輸液ポンプを提供することができる、という効果がある。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】装置群の概略構成の一例を示す図である。
【図２】点滴筒および滴落検知器の一例を示す図である。
【図３】滴落検知器で液滴を検知する仕組みを説明するための模式図である。
【図４】輸液ポンプにおける輸液の搬送機構の概略構成の一例を示す図である。
【図５】フィンガ部の構造の一例を示す図である。
【図６】フィンガ部における輸液の搬送原理を説明するための模式図である。
【図７】輸液ポンプの機能ブロック図の一例を示す図である。
【図８】輸液ポンプをコンピュータで実現する場合の構成の一例を示す図である。
【図９】第１実施形態に係る制御プログラムによる処理の流れの一例を示すフローチャー
トである。
【図１０】点滴筒が静止状態にある場合の滴下検知信号および滴下検知信号の微分波形の
一例である。
【図１１】点滴筒が揺れている場合の滴下検知信号および滴下検知信号の微分波形の一例
である。
【図１２】滴下検知信号の波形の変動を説明するための模式図である。
【図１３】歩行時に、第１実施形態に係る輸液ポンプで計測された滴下検知信号の微分波
形の一例を示す図である。
【図１４】第２実施形態に係る制御プログラムによる処理の流れの一例を示すフローチャ
ートである。
【図１５】歩行時に、第２実施形態に係る輸液ポンプで計測された滴下検知信号から算出
した適合率の変化の一例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下、図面を参照して本発明の実施形態の一例を詳細に説明する。なお、以下では、同
じ働きを担う構成要素または処理には全図面を通して同じ符号を付与し、重複する説明を
適宜省略する。
【００２５】
（第１実施形態）
　図１は、本発明に係る輸液ポンプ６を含む、輸液を実施する際に用いられる装置群１の
概略構成の一例を示す図である。
【００２６】
　図１に示すように、装置群１は、例えば輸液バッグ２、点滴筒３およびチューブ４を有
する輸液セット５、輸液ポンプ６、滴落検知器７、通信線８、並びに輸液スタンド９を含
む。
【００２７】
　輸液バッグ２には、患者の症状に応じて患者に投与される輸液が入っており、輸液バッ
グ２のチューブ接続口２Ａに輸液セット５のチューブ４の一端が取り付けられる。また、
チューブ４は輸液ポンプ６内部を通過するように輸液ポンプ６に取り付けられ、輸液ポン
プ６による輸液の搬送動作によって、輸液バッグ２の輸液がチューブ４に搬送される。
【００２８】
　一方、輸液バッグ２に接続していないチューブ４の他方の一端には、図示しない注射針
が取り付けられ、図示しない注射針が患者の静脈等に差し込まれることで、チューブ４内
の輸液が患者の体内に投与される。



(6) JP 2017-99615 A 2017.6.8

10

20

30

40

50

【００２９】
　輸液バッグ２と輸液ポンプ６を接続するチューブ４には点滴筒３が設けられ、点滴筒３
には、点滴筒３を滴下する液滴を検知する滴落検知器７が取り付けられている。滴落検知
器７で検知した情報は電気信号に変換され、通信線８によって輸液ポンプ６に出力される
。
【００３０】
　また、輸液バッグ２は輸液スタンド９の上端の図示しないフックに吊り下げられ、輸液
スタンド９の取り付け台９Ａには輸液ポンプ６が設置される。そして、輸液スタンド９の
図示しない床接地部分には、輸液スタンド９が移動可能となるように車輪が設けられてお
り、患者は点滴をしたまま輸液スタンド９を引いて装置群１と移動することができる。
【００３１】
　図２は、点滴筒３および点滴筒３に取り付けられた滴落検知器７の一例を詳細に示した
図である。
【００３２】
　点滴筒３は輸液の一時的な貯留部であり、点滴筒３の上方にはチューブ４が接続された
点滴口３１が存在する。点滴口３１を通過する輸液は、表面張力の影響によってその形状
を液滴に変え、液滴が１滴ずつ滴下することで、点滴筒３の下方に輸液が貯留される。な
お、点滴筒３は、点滴口３１から滴下する液滴および点滴筒３に貯留される輸液の量が目
視できる程度に透明な素材で形成されている。
【００３３】
　滴落検知器７は、その中央部に点滴筒３を取り付けるための取り付け孔を備える。滴落
検知器７は、取り付け孔に取り付けられた点滴筒３を通過するように照射された赤外線７
１の受光量の変化に基づいて、点滴口３１から滴下する液滴を検知し、赤外線７１の受光
量の変化を示す滴下検知信号を通信線８によって輸液ポンプ６に出力する。
【００３４】
　図３は、滴落検知器７によって液滴を検知する仕組みを説明するための図である。
【００３５】
　滴落検知器７は、例えば液滴の滴下方向と直交する方向に沿った一方の端部に赤外線７
１を照射する赤外線ＬＥＤ７２を備え、かつ、他方の端部に赤外線ＬＥＤ７２から照射さ
れた赤外線７１を受光するフォトトランジスタ７３を備える。
【００３６】
　滴落検知器７は、液滴が赤外線７１を通過した場合に、フォトトランジスタ７３で受光
される赤外線７１の受信強度が変化することを利用して、フォトトランジスタ７３で受光
した赤外線７１の受信強度を電気信号に変換し、滴下検知信号として輸液ポンプ６に出力
する。
【００３７】
　次に、輸液ポンプ６における輸液の搬送動作について説明する。
【００３８】
　図４は、輸液ポンプ６の内部に含まれる輸液の搬送機構の概略構成例を示す図である。
【００３９】
　図４に示すように、輸液ポンプ６は、輸液の搬送機構の駆動源となるモータ６１、モー
タ６１の回転に伴って回転する駆動ギア６２、駆動ギア６２と嵌合し、単位時間あたりの
駆動ギア６２の回転数に応じて予め定めたギア比に基づき回転数を可変する変速ギア６３
、チューブ４を挟み込み、変速ギア６３の回転に伴って駆動するフィンガによってチュー
ブ４内の輸液を搬送するフィンガ部６４を含む。また、輸液ポンプ６は、磁界の変化を検
知するホールセンサ６６を含む。ホールセンサ６６は、変速ギア６３に取り付けられて、
変速ギア６３の回転と共に回転する磁石６５による磁界の変化から、変速ギア６３の回転
を検知し、変速ギア６３が１回転する毎に回転信号を端子ＴＰ１に出力する。端子ＴＰ１
は、例えば後述する輸液ポンプ６の検知部および制御部に接続され、ホールセンサ６６の
回転信号および予め定められた駆動ギア６２と変速ギア６３のギア比に基づいて、モータ
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６１の回転数を検知することができる。
【００４０】
　図５は、図４に示すフィンガ部６４の内部構造の一例を示す図である。フィンガ部６４
は、変速ギア６３と共に回転するシャフト７０に取り付けられた略楕円形状をした複数の
カム６７、回転する各々のカム６７による押圧度合いに応じて水平方向に移動する複数の
フィンガ６８、および力が加えられても移動しないように輸液ポンプ６内部に固定された
加圧板６９を含む。
【００４１】
　シャフト７０は、各々のカム６７の重心点と異なる箇所に取り付けられ、かつ、各々の
カム６７は、隣り合うカム６７と長軸の方向が異なるようにシャフト７０に取り付けられ
る。したがって、変速ギア６３の回転に伴って各々のカム６７がシャフト７０を中心に偏
心回転を行うことで、図５に示すように輸液の搬送方向に沿って配置された複数のフィン
ガ６８が上方から下方に向かって水平方向に順次往復移動する波状運動（蠕動運動という
場合もある）を行う。なお、ここで水平方向とは、輸液の搬送方向に対して直交する方向
をいう。
【００４２】
　チューブ４は、フィンガ６８と加圧板６９によって形成される間隙を通るように配置さ
れているため、チューブ４がフィンガ６８によって上方から下方に向かって順次押下され
、チューブ４内の輸液が輸液バッグ２から患者に向かって搬送される。
【００４３】
　なお、各々のフィンガ６８には、例えばバネ等の弾性体が接続され、カム６７によって
水平方向に押下されていない場合には、予め定めた位置に復帰するようになっている。し
たがって、この場合にはフィンガ６８によるチューブ４の押下も停止される。
【００４４】
　図６は、チューブ４内の輸液が搬送される様子を示した図である。
【００４５】
　図６（Ａ）は、例えば複数のフィンガ６８のうち、最も上方に位置するフィンガ６８Ａ
から最も下方に位置するフィンガ６８Ｂによってチューブ４が加圧板６９に押下されてい
る状態を示している。図６（Ａ）の状態から、フィンガ６８の波状運動によってチューブ
４の押下位置が図６（Ｂ）→図６（Ｃ）→図６（Ｄ）のように上方から下方に順次移動す
ることで、図６（Ａ）においてフィンガ６８Ａとフィンガ６８Ｂによって距離Ｌに亘り堰
き止められていたチューブ４内の液滴が患者側に搬送される。
【００４６】
　輸液ポンプ６によってチューブ４内の液滴が患者側に搬送されると、新たな輸液が輸液
バッグ２から供給されて点滴筒３の点滴口３１から液滴となって滴下し、点滴筒３に貯留
される。
【００４７】
　このように、装置群１では、輸液ポンプ６での輸液の搬送動作によって輸液を患者に投
与している。すなわち、輸液ポンプ６によって、患者に投与する輸液の流量が医師等によ
って指示された流量に近づくように制御している。
【００４８】
　こうした輸液ポンプ６における輸液の流量の制御方式には、大きく分けて滴下制御方式
と容積制御方式の２種類が存在する。
【００４９】
　滴下制御方式は、滴落検知器７で点滴筒３を滴下する液滴の滴下数を計測することによ
り、チューブ４を流れる輸液の流量を算出し、算出した輸液の流量が輸液ポンプ６に予め
設定されている流量に近づくように輸液ポンプ６のモータ６１の単位時間あたりの回転数
を制御することで、フィンガ６８の波状運動による輸液の搬送速度、すなわち輸液の流量
を制御する制御方式である。
【００５０】
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　輸液セット５は、日本工業規格(JIS：Japanese Industrial Standards)T3211:2011によ
って、点滴筒３での液滴の滴下数が２０滴で１ｍｌとなるタイプ（２０滴／ｍｌの輸液セ
ット５）と、６０滴で１ｍｌになるタイプ（６０滴／ｍｌの輸液セット５）の２通りの規
格が規定されている。
【００５１】
　したがって、点滴筒３を滴下する液滴の滴下数に基づいて、チューブ４を流れる輸液の
流量を算出することができる。
【００５２】
　一方、容積制御方式は、容積制御用として指定された専用の輸液セット５を用いて、チ
ューブ４に対するフィンガ６８の波状運動の速度を制御することで、輸液の流量を制御す
る制御方式である。チューブ４の内径と、フィンガ６８によって押下され、輸液が堰き止
められる位置間の距離（図６（Ａ）の距離Ｌ）は予め既知であることから、モータ６１が
１回転することで搬送される輸液の容量も輸液セット５および輸液ポンプ６の仕様により
予め規定される。したがって、輸液ポンプ６のモータ６１の単位時間あたりの回転数を制
御することで輸液の流量を制御することができる。
【００５３】
　輸液の流量の制御方式として容積制御方式を用いた場合、点滴筒３を滴下する液滴の滴
下数を計測することなく輸液の流量を制御することができるため、滴落検知器７は不要と
なる。
【００５４】
　しかしながら、前述したように容積制御方式は、複数のフィンガ６８の波状運動によっ
て、フィンガ６８がチューブ４を押下した際にチューブ４内に堰き止められる輸液の容量
が一定であることを利用した輸液の流量の制御方式であるため、塑性変形し難い専用の輸
液セット５を用いたとしても、チューブ４がフィンガ６８で繰り返し押下され続けるとチ
ューブ４の復元力が低下して、チューブ４の断面が変形することがある。このような場合
には、フィンガ６８で堰き止められる輸液の容量が変化するため、モータ６１の単位時間
あたりの回転数に基づいて算出した輸液の流量と、実際に患者に投与される輸液の流量と
の間に誤差が生じ、適正な流量で患者に輸液を投与できない状況が発生することがある。
【００５５】
　また、輸液の流量の制御方式として滴下制御方式を用いた場合、点滴筒３を滴下する液
滴の滴下数から輸液の流量を制御できるため、特にチューブ４の塑性特性や内径の精度等
にこだわる必要がない。したがって、滴下制御方式では、市販されている何れの輸液セッ
ト５も使用することができる。
【００５６】
　しかしながら、前述したように、輸液セット５における液滴の滴下数と体積との関係は
ＪＩＳによって規定されているが、実際には、例えば輸液の表面張力及び密度等の影響に
より、点滴筒３を滴下する液滴の体積が変化することがある。このような場合には、点滴
筒３を滴下する液滴の滴下数に基づいて算出した輸液の流量と、実際に患者に投与される
輸液の流量との間に誤差が生じるため、適正な流量で患者に輸液を投与できない状況が発
生することがある。
【００５７】
　また、点滴中の患者が滴下制御方式を用いた輸液ポンプ６を含む装置群１と共に移動す
る場合、前述したように、患者に投与される輸液の流量に変化は見られないにもかかわら
ず、移動の際の点滴筒３の揺れよって点滴筒３を滴下する液滴の滴下数が一時的に増加す
るため、輸液ポンプ６が誤って警報を通知する場合がある。
【００５８】
　以降では、加速度センサを用いることなく点滴筒３の揺れを検知し、揺れを検知してい
る間は滴下制御を停止する輸液ポンプ６の一例について詳細に説明する。
【００５９】
　図７は、第１実施形態に係る輸液ポンプ６の各機能部の一例を示した図である。
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【００６０】
　輸液ポンプ６は、検知部１０、切り替え部２０、制御部３０、搬送部４０および出力部
５０を含む。
【００６１】
　検知部１０は、滴落検知器７、切り替え部２０および制御部３０と接続され、滴落検知
器７から滴下検知信号を受け付けると、当該滴下検知信号を制御部３０に出力する。
【００６２】
　また、検知部１０は、滴下検知信号の微分波形を算出する。検知部１０は、算出した滴
下検知信号の微分波形に基づいて、点滴筒３を滴下した液滴の体積の変化を検知すると共
に、液滴の体積の変化に基づいて、点滴筒３における揺れの有無を検知する。検知部１０
は、点滴筒３の揺れを検知した場合、揺れ検知信号を切り替え部２０に出力する。
【００６３】
　切り替え部２０は、検知部１０および制御部３０と接続され、揺れ検知信号を検知部１
０から受け付けると、輸液の流量の制御方式を滴下制御方式から歩行モードに切り替える
指示（以降、制御切り替え信号という）を制御部３０に出力する。なお、歩行モードの制
御内容については、後ほど説明する。
【００６４】
　制御部３０は、検知部１０、切り替え部２０、搬送部４０および出力部５０と接続され
、滴下検知信号を検知部１０から受け付けると、単位時間あたりの液滴の滴下数からチュ
ーブ４を流れる輸液の流量を算出し、当該輸液の流量を予め設定された流量に近づけるた
めのモータ６１の単位時間あたりの回転数を含む指示（以降、回転数指示という）を、搬
送部４０に出力する。この際、制御部３０は、算出した輸液の流量と予め設定された流量
との差分が予め許容されている値を超えた場合、異常を通知する指示（以降、異常通知指
示という）を出力部５０に出力する。
【００６５】
　一方、制御部３０は、滴下制御方式を歩行モードに切り替える制御切り替え信号を切り
替え部２０から受け付けると、輸液の流量の制御方式を滴下制御方式から歩行モードに切
り替える。
【００６６】
　搬送部４０は、制御部３０と接続され、回転数指示を制御部３０から受け付けると、モ
ータ６１の単位時間あたりの回転数を回転数指示で指示された回転数に設定し、モータ６
１の回転に伴うフィンガ６８の波状運動によって、チューブ４内の輸液を搬送する。
【００６７】
　出力部５０は、制御部３０と接続され、異常通知指示を制御部３０から受け付けると、
警告音等を出力する。
【００６８】
　また、図７に示した輸液ポンプ６の各機能部は、図８に示すように、例えばコンピュー
タ６０で実現可能である。
【００６９】
　コンピュータ６０は、ＣＰＵ(Central Processing Unit)６０Ａ、ＲＯＭ(Read Only Me
mory)６０Ｂ、ＲＡＭ(Random Access Memory)６０Ｃおよび入出力インターフェース(I/O:
Input/Output)６０Ｄが、バス６０Ｅを介して各々接続される。Ｉ／Ｏ６０Ｄには、滴落
検知器７、モータ６１、アラーム７４および入力機器７５が接続される。
【００７０】
　アラーム７４は、ＣＰＵ６０Ａの制御によって、例えば警告音を出力する。入力機器７
５は、例えばスイッチ、ボタンおよびタッチパネル等の入力デバイスを含み、患者或いは
医療従事者による指示を受け付け、受け付けた指示内容をＣＰＵ６０Ａに通知する。なお
、Ｉ／Ｏ６０Ｄに接続される装置は一例であり、例えば輸液ポンプ６の動作状況等を表示
する表示装置をＩ／Ｏ６０Ｄに接続してもよい。
【００７１】
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　コンピュータ６０に実行させる輸液ポンプ６の制御プログラムは、例えばＲＯＭ６０Ｂ
に予め記憶され、これをＣＰＵ６０Ａが読み込んで実行する。なお、制御プログラムは、
ＣＤ－ＲＯＭ等の記録媒体によって提供するようにしてもよい。
【００７２】
　図９は、輸液ポンプ６のＣＰＵ６０Ａによって実行される制御プログラムの処理の流れ
を示すフローチャートの一例である。
【００７３】
　図９に示すフローチャートは、例えば、入力機器７５を介して輸液の搬送を開始する指
示をＣＰＵ６０Ａが受け付けた場合に実行される。
【００７４】
　まず、ステップＳ１０において、制御部３０は、輸液ポンプ６における輸液の流量の制
御方式を滴下制御方式に設定し、搬送部４０のモータ６１を駆動し、輸液の搬送を開始す
る。この場合、制御部３０は、ホールセンサ６６の回転信号および予め定められた駆動ギ
ア６２と変速ギア６３のギア比に基づいて、モータ６１を回転し始めてからの回転数を計
測する。以降、輸液ポンプ６は、制御方式の変更を指示されるまで、滴下制御方式によっ
て輸液の流量の制御を行う。
【００７５】
　ステップＳ２０において、検知部１０は、輸液の搬送に伴い点滴筒３の点滴口３１を滴
下する液滴の滴下検知信号を滴落検知器７から取得する。検知部１０は、取得した滴下検
知信号を表すデータを、例えば時系列順にＲＡＭ６０Ｃの予め定めた領域に記憶する。な
お、滴下検知信号を表すデータを、単に「滴下検知信号」という場合がある。
【００７６】
　ステップＳ３０において、制御部３０は、モータ６１の回転数が規定回転数Ｒ１に達し
たか否かを判定し、モータ６１の回転数が規定回転数Ｒ１に達していない場合には、ステ
ップＳ２０に戻る。そして、モータ６１の回転数が規定回転数Ｒ１に達するまで、液滴の
滴下検知信号を滴落検知器７から取得して、ＲＡＭ６０Ｃの予め定めた領域に記憶する。
【００７７】
　一方、ステップＳ３０の判定処理が肯定判定の場合、すなわち、モータ６１の回転数が
規定回転数Ｒ１に達した場合には、ステップＳ４０に移行する。
【００７８】
　ステップＳ４０において、検知部１０は、ステップＳ２０で記憶した滴下検知信号をＲ
ＡＭ６０Ｃから読み出し、読み出した滴下検知信号毎に、滴下検知信号を時間軸に沿って
微分した微分データを生成する。
【００７９】
　図１０は、患者が輸液スタンド９を動かしていない場合、すなわち、点滴筒３が揺れて
いない場合に観測される滴下検知信号および当該滴下検知信号の微分データの波形の一例
を示している。
【００８０】
　波形８６は滴下検知信号の波形を表し、波形８７は滴下検知信号の微分データの波形を
表している。ここで、図１０に示すグラフの横軸は時刻を表し、“-100～100”の範囲で
示されるグラフの左側の縦軸は滴下検知信号の波形、すなわち、波形８６の電圧値を表し
ている。また、“-80～240”の範囲で示されるグラフの右側の縦軸は滴下検知信号の微分
データの波形、すなわち、波形８７の電圧値を表している。
【００８１】
　一方、図１１は、患者が輸液スタンド９と共に移動して、点滴筒３が揺れている場合に
観測される滴下検知信号および当該滴下検知信号の微分データの波形の一例を示している
。
【００８２】
　波形８８は滴下検知信号の波形を表し、波形８９は滴下検知信号の微分データの波形を
表している。ここで、図１０と同様に、図１１に示すグラフの横軸は時刻を表し、“-100
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～100”の範囲で示されるグラフの左側の縦軸は波形８８の電圧値を表している。また、
“-80～240”の範囲で示されるグラフの右側の縦軸は波形８９の電圧値を表している。
【００８３】
　例えば図１０の波形８６に示すように、滴下検知信号は期間Ｔ１では所定の電圧値を示
し、時刻ｔ１を境にして減少し始める。その後、時刻ｔ２を経過すると電圧値が上昇し始
め、時刻ｔ３で最大値となる。そして、時刻ｔ３を経過すると再び電圧値が減少し始め、
時刻ｔ４を境にして今度は上昇に転じ、期間Ｔ６で再び所定の電圧値を示す傾向にある。
こうした滴下検知信号の波形の特徴は、図１１に示した波形８８にも見られる。
【００８４】
　このように滴下検知信号の波形が変化する理由について、図１２を用いて説明する。
【００８５】
　液滴が赤外線７１を通過していない状態では、赤外線ＬＥＤ７２からフォトトランジス
タ７３に向かって所定の強度を有する赤外線７１が照射されるため、フォトトランジスタ
７３における赤外線７１の受信強度は略一定となる（図１２（Ａ）参照）。したがって、
期間Ｔ１において滴下検知信号は所定の電圧値を示す。
【００８６】
　液滴が滴下して、液滴の下方が赤外線７１に到達すると、液滴によって赤外線７１が屈
折し、赤外線ＬＥＤ７２から照射される赤外線７１の一部がフォトトランジスタ７３に照
射されなくなる（図１２（Ｂ）参照）。したがって、期間Ｔ２において滴下検知信号の電
圧値は所定の電圧値から減少していく。
【００８７】
　更に液滴が滴下して、液滴の中心部が赤外線７１の照射位置に近づくと、今度は、屈折
する赤外線７１の量が減少し始め、赤外線７１がフォトトランジスタ７３に向かって直進
して照射されるようになる（図１２（Ｃ）参照）。凸レンズの中心を通る光は屈折せずに
直進する性質があり、この場合、液滴が凸レンズとして機能しているためである。したが
って、期間Ｔ３において滴下検知信号の電圧値は上昇する。
【００８８】
　なお、赤外線７１が液滴の中心部を照射する場合、液滴のレンズ効果によってフォトト
ランジスタ７３における赤外線７１の受信強度が、液滴を通過せずに赤外線７１が照射さ
れている図１２（Ａ）の状態より大きくなる傾向にある。したがって、赤外線７１が液滴
の中心部を照射している時刻ｔ３での滴下検知信号の電圧値は、期間Ｔ１における所定の
電圧値より大きくなることがある。
【００８９】
　更に液滴が滴下して、赤外線７１の照射位置が液滴の中心部から液滴の上方に移動する
と、再び液滴によって赤外線７１が屈折し、赤外線ＬＥＤ７２から照射される赤外線７１
の一部がフォトトランジスタ７３に照射されなくなる（図１２（Ｄ）参照）。したがって
、期間Ｔ４において滴下検知信号の電圧値は減少していく。
【００９０】
　そして、液滴が赤外線７１の照射位置を通過し終わる過程において、屈折する赤外線７
１の量が減少し始め、代わりにフォトトランジスタ７３に向かって直進する赤外線７１の
量が増加するため、期間Ｔ５において滴下検知信号の電圧値が上昇する。その後、液滴が
赤外線７１の照射範囲を通過し終わると、図１２（Ａ）と同様に、赤外線７１は屈折せず
、フォトトランジスタ７３に向かって直進して照射されるようになるため、フォトトラン
ジスタ７３における赤外線７１の受信強度が略一定となり、期間Ｔ６において滴下検知信
号が所定の電圧値を示す。その結果、滴下検知信号の波形８６、８８は、図１０および図
１１に示すような形状となる。
【００９１】
　一方、点滴筒３が揺れていない場合における滴下検知信号の波形８６を時刻に沿って微
分したものが図１０に示す波形８７であり、点滴筒３が揺れている場合における滴下検知
信号の波形８８を時刻に沿って微分したものが図１１に示す波形８９である。ここで、波
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形８７、８９の時刻ｔ３における振幅に着目すれば、波形８７より波形８９の方が大きい
ことがわかる。
【００９２】
　これは、液滴が点滴口３１から滴下する際、点滴筒３が揺れることで液滴に初速度が付
加されるため、液滴が自由落下した場合の落下速度より落下速度が速くなるためである。
【００９３】
　すなわち、滴下検知信号の微分波形の振幅に基づいて、点滴筒３が揺れているか否かを
判定することができる。
【００９４】
　したがって、検知部１０は、滴下検知信号の微分波形の振幅を算出する。ここで、滴下
検知信号の微分波形の振幅とは、滴下検知信号の微分波形の変動の大きさを定量的に表す
値をいい、滴下検知信号の微分波形におけるピーク値に限定されない。例えば、滴下検知
信号の微分波形のうち、最も低い電圧値から最も高い電圧値までの変動の大きさを表すピ
ークトゥーピーク値、或いは、滴下検知信号の微分波形が変動する期間Ｔ２～Ｔ５におけ
る電圧値の絶対値の平均等を振幅として用いてもよい。
【００９５】
　また、振幅の算出対象となる滴下検知信号についても特に制限はなく、例えば検知部１
０で直近に取得した滴下検知信号の微分波形から振幅を算出する以外に、モータ６１がＭ
１回転（Ｍ１は正の整数）する間に検知部１０で取得した各々の滴下検知信号の微分波形
に対して振幅を算出し、算出した振幅を平均化して最終的な振幅を求めるようにしてもよ
い。
【００９６】
　ステップＳ５０において、検知部１０は、ステップＳ４０で算出した滴下検知信号の微
分波形の振幅を取得し、当該微分波形の振幅が予め定めた閾値Ａ１より大きいか否かを判
定する。そして、微分波形の振幅が閾値Ａ１より大きい場合には、検知部１０は点滴筒３
が揺れていると判定し、揺れ検知信号を切り替え部２０に出力してステップＳ６０に移行
する。一方、微分波形の振幅が閾値Ａ１以下の場合には、検知部１０は、点滴筒３が揺れ
ていないと判定して後述するステップＳ６０～Ｓ１１０の処理を実行せずにステップＳ１
２０に移行する。
【００９７】
　なお、微分波形の振幅と比較する閾値Ａ１は、ステップＳ４０で適用する振幅の算出方
法に基づいて、点滴筒３を実際に揺らした際に得られる滴下検知信号の実験データ、また
は点滴筒３の設計仕様に基づくコンピュータシミュレーション等により予め設定される値
である。
【００９８】
　点滴筒３が揺れていると判定された場合、前述したように、点滴筒３を滴下する液滴の
滴下数が一時的に増加することがあるため、滴下制御方式では、実際には輸液の流量に変
化がないにもかかわらず、輸液の流量が規定値より増加したと誤判定し、輸液の流量を減
少させるように搬送部４０のモータ６１の単位時間あたりの回転数を制御する場合がある
。そのため、輸液の流量が予め設定された流量より少なくなってしまうことがある。また
、点滴筒３を滴下する液滴の滴下数の増加に伴い、輸液ポンプ６が警報を通知してしまう
ことがある。
【００９９】
　したがって、ステップＳ６０において、検知部１０から揺れ検知信号を受信した切り替
え部２０は、輸液の流量の制御方式を滴下制御方式から歩行モードに切り替える制御切り
替え信号を、制御部３０に出力する。
【０１００】
　そして、切り替え部２０から制御切り替え信号を受信した制御部３０は、輸液ポンプ６
における輸液の流量の制御方式を、滴下制御方式から歩行モードに切り替える設定を行う
。
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【０１０１】
　歩行モードでは、制御部３０は、点滴筒３を滴下する液滴の滴下数にかかわらず、輸液
の流量の制御方式を切り替えようとした直前のモータ６１の単位時間あたりの回転数で、
モータ６１を回転し続けるように搬送部４０を制御する。
【０１０２】
　また、歩行モードでは、制御部３０は、点滴筒３を滴下する液滴の滴下数に基づいて輸
液の流量を算出しないようにする。したがって、歩行モードの期間中、制御部３０は、算
出した輸液の流量と予め設定された流量との差分が予め許容されている値を超えた場合で
あっても、異常通知指示を出力部５０に出力しないようにする。
【０１０３】
　更に、制御部３０は、歩行モードに設定してからのモータ６１の回転数を計測する。
【０１０４】
　ステップＳ７０において、検知部１０は、ステップＳ２０と同様に、輸液の搬送に伴い
点滴筒３の点滴口３１を滴下する液滴の滴下検知信号を滴落検知器７から取得して、取得
した滴下検知信号を時系列順にＲＡＭ６０Ｃの予め定めた領域に記憶する。
【０１０５】
　ステップＳ８０において、制御部３０は、ステップＳ６０で歩行モードに設定してから
のモータ６１の回転数が規定回転数Ｒ２に達したか否かを判定し、モータ６１の回転数が
規定回転数Ｒ２に達していない場合には、ステップＳ７０に移行する。そして、モータ６
１の回転数が規定回転数Ｒ２に達するまで、ステップＳ７０で液滴の滴下検知信号を滴落
検知器７から取得して、ＲＡＭ６０Ｃの予め定めた領域に記憶する。
【０１０６】
　なお、規定回転数Ｒ２の値に制限はないが、点滴筒３の揺れが収まると考えられる程度
の時間に対応した値に設定することが好ましい。
【０１０７】
　一方、ステップＳ８０の判定処理が肯定判定の場合、すなわち、モータ６１の回転数が
規定回転数Ｒ２に達した場合には、ステップＳ９０に移行する。
【０１０８】
　ステップＳ９０において、検知部１０はステップＳ４０と同様に、ステップＳ７０で記
憶した滴下検知信号をＲＡＭ６０Ｃから読み出し、読み出した滴下検知信号毎に、滴下検
知信号の微分データを生成する。そして、検知部１０は、生成した微分データに基づいた
滴下検知信号の微分波形の振幅を算出する。
【０１０９】
　ステップＳ１００において、検知部１０は、ステップＳ９０で算出した滴下検知信号の
微分波形の振幅が閾値Ａ１より大きいか否かを判定する。そして、微分波形の振幅が閾値
Ａ１より大きい場合には、検知部１０は、まだ点滴筒３が揺れていると判定してステップ
Ｓ７０に移行する。
【０１１０】
　なお、ステップＳ７０に移行する際、計測していたモータ６１の回転数を０に設定する
。したがって、点滴筒３が揺れていると判定された場合には、再びモータ６１の回転数が
規定回転数Ｒ２に達した際に、滴下検知信号の微分波形の振幅と閾値Ａ１とを比較して、
点滴筒３が揺れているか否か判定することになる。
【０１１１】
　一方、滴下検知信号の微分波形の振幅が閾値Ａ１以下の場合には、検知部１０は点滴筒
３の揺れが収まり静止状態にあると判定して、ステップＳ１１０に移行する。この際、検
知部１０は、点滴筒３の揺れが収まったことを通知する信号を切り替え部２０に出力する
。
【０１１２】
　点滴筒３が静止状態にあると判定される場合には、点滴筒３を滴下する液滴の滴下数が
規定範囲内に戻ったものとみなすことができるため、輸液の流量の制御方式を滴下制御方



(14) JP 2017-99615 A 2017.6.8

10

20

30

40

50

式に戻しても、点滴筒３の揺れによって輸液の流量が規定値より増加したと誤判定する可
能性が低くなる。
【０１１３】
　したがって、ステップＳ１１０において、切り替え部２０は、輸液ポンプ６における輸
液の流量の制御方式を歩行モードから滴下制御方式に切り替える制御切り替え信号を、制
御部３０に出力する。当該制御切り替え信号を受信した制御部３０は、輸液の流量の制御
方式を滴下制御方式に設定する。また、制御部３０はモータ６１の回転数を“０”に設定
する。
【０１１４】
　ステップＳ１２０において、制御部３０は、例えば入力機器７５から終了指示を受け付
けたか否かを判定し、終了指示を受け付けていない場合には、ステップＳ２０に移行する
。そして、ステップＳ２０～Ｓ１２０の各処理を繰り返し実行することで、輸液の流量を
制御する。一方、終了指示を受け付けた場合には、図９に示した制御プログラムを終了す
る。
【０１１５】
　図１３は、実験者が歩行する際、歩行に伴って装置群１を輸液スタンド９と共に移動さ
せた場合に記録された滴下検知信号の微分波形の一例である。図１３に示すように、実験
者が歩行を開始した場合、静止時に比べて滴下検知信号の微分波形の振幅が大きくなる傾
向が認められる。
【０１１６】
　図１３の滴下検知信号の微分波形を用いて、実験者の歩行時（すなわち、点滴筒３の揺
れを検知した場合）においても輸液の流量の制御方式を歩行モードに切り替えることなく
滴下制御方式のままとする、従来の輸液ポンプでの流量異常検知による警報通知回数を解
析したところ、１０９回であった。
【０１１７】
　一方、図１３の滴下検知信号の微分波形を用いて、輸液ポンプ６で図９に示した制御プ
ログラムを実行した場合の流量異常検知による輸液ポンプ６の警報通知回数を解析したと
ころ、静止時に４回の警報が通知されるにとどまった。すなわち、第１実施形態に係る輸
液ポンプ６は、図１３の滴下検知信号の微分波形に対して、流量異常検知による警報回数
を約９６．３％低減した。
【０１１８】
　また、輸液ポンプ６で搬送する輸液の流量および輸液セット５を変更して同様の比較実
験を繰り返し行った結果、流量異常検知による警報回数が平均して約９５％以上低減する
傾向が認められた。
【０１１９】
　このように第１実施形態に係る輸液ポンプ６によれば、滴落検知器７から取得した滴下
検知信号の微分波形の振幅を算出し、当該振幅が閾値Ａ１より大きい場合に点滴筒３が揺
れていると判定して、輸液の流量の制御方式を滴下制御方式から歩行モードに切り替える
。そして、歩行モードにおいて滴落検知器７から取得した滴下検知信号の微分波形の振幅
が閾値Ａ１以下になった場合に点滴筒３の揺れが収まったと判定し、輸液の流量の制御方
式を歩行モードから滴下制御方式に切り替える。
【０１２０】
　したがって、点滴筒３に加速度センサを取り付けることなく、点滴筒３の揺れを検知す
ることができる。
【０１２１】
　また、点滴筒３が揺れていると判定された期間は、輸液の流量の制御方式が歩行モード
に設定されることから、歩行モードにおける輸液の流量を歩行モードに切り替えようとし
た直前の流量に維持することができる。
【０１２２】
　したがって、滴下制御方式のように、点滴筒３が揺れている場合に、液滴の流量には変
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化がないにもかかわらず輸液の流量が規定値より増加したと誤判定し、輸液の流量を減少
させることがない。また、点滴筒３の揺れによって発生する、液滴の滴下数の一時的な増
加に伴う誤警報の通知を抑制することができる。
【０１２３】
　更に、点滴筒３が揺れている期間はモータ６１の単位時間あたりの回転数を固定して輸
液の流量を制御し、点滴筒３が揺れていない期間は、点滴筒３を滴下する液滴の滴下数に
応じて輸液の流量を制御するため、容積制御方式のように専用の輸液セット５を用いるこ
となく、輸液の流量を制御することができる。
【０１２４】
　なお、点滴筒３が揺れている場合、点滴筒３の点滴口３１から滴下する液滴の体積は、
点滴筒３が揺れていない場合より小さくなるため、換言すれば、輸液ポンプ６は、滴下検
知信号の微分波形の振幅に基づいて液滴の体積の変化を検知しているということができる
。
【０１２５】
　また、第１実施形態に係る輸液ポンプ６では、滴落検知器７から取得した滴下検知信号
の微分波形の振幅から点滴筒３の揺れを検知する例を説明した。しかし、点滴筒３の揺れ
を検知する方法はこれに限られない。
【０１２６】
　前述したように、点滴筒３が揺れると液滴に初速度が付加されるため、この場合の液滴
の落下速度は、液滴が自由落下した場合の落下速度より速くなる。したがって、図１１に
示した波形８９のように、点滴筒３が揺れている場合には、滴下検知信号の微分波形が変
動する時刻ｔ１～時刻ｔ５の長さが、点滴筒３が揺れていない場合の滴下検知信号の微分
波形（図１０の波形８７参照）の時刻ｔ１～時刻ｔ５の長さより短くなることがある。し
たがって、滴下検知信号の微分波形の変動期間の長さに基づいて、点滴筒３の揺れを検知
することも可能であると考えられる。
【０１２７】
（第２実施形態）
　第１実施形態では、滴下検知信号の微分波形における振幅の変動に基づいて、点滴筒３
の揺れを検知する輸液ポンプ６の例を示した。第２実施形態では、所定期間における液滴
の滴下数の変動に基づいて、点滴筒３の揺れを検知する輸液ポンプ６の例について説明す
る。
【０１２８】
　第１実施形態で説明したように、点滴中の患者が輸液ポンプ６を含む装置群１と共に移
動する場合、移動の際の点滴筒３の揺れよって点滴筒３を滴下する液滴の滴下数が一時的
に増加する。
【０１２９】
　一方、点滴筒３の揺れが大きくなるにつれて、液滴が液滴の滴下方向に対して角度を持
って点滴筒３を滴下するようになるため、場合によっては、点滴口３１を滴下する液滴が
、赤外線ＬＥＤ７２による赤外線７１の照射範囲を通過しない状況が発生することがある
。したがって、点滴筒３が揺れている場合、点滴筒３を滴下する実際の液滴の滴下数は一
時的に増加しているにも関わらず、滴落検知器７で検知される液滴の滴下数は一時的に減
少するという状況が発生することがある。
【０１３０】
　したがって、例えば、静止状態にある点滴筒３の所定期間における液滴の滴下数（基準
滴下数）に対する、滴落検知器７で検知された所定期間における液滴の滴下数の割合を適
合率として算出し、当該適合率が予め定めた範囲を超える場合に、輸液ポンプ６は点滴筒
３が揺れていると判定することができる。
【０１３１】
　以降では、適合率を用いて点滴筒３の揺れを検知する輸液ポンプ６について説明する。
なお、第２実施形態に係る輸液ポンプ６の各機能部の構成は、第１実施形態に係る輸液ポ
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ンプ６の各機能部の構成を示した図７と同様であり、図８に示したコンピュータ６０で実
現可能である。
【０１３２】
　図１４は、輸液ポンプ６のＣＰＵ６０Ａによって実行される、第２実施形態に係る制御
プログラムの処理の流れを示すフローチャートの一例である。
【０１３３】
　図１４に示すフローチャートは、例えば、入力機器７５を介して輸液の搬送を開始する
指示をＣＰＵ６０Ａが受け付けた場合に実行される。
【０１３４】
　まず、ステップＳ２００において、制御部３０は、輸液ポンプ６における輸液の流量の
制御方式を滴下制御方式に設定し、搬送部４０のモータ６１を、予め設定された輸液の流
量に応じた角速度（初期角速度）で駆動し、輸液の搬送を開始する。この場合、制御部３
０は、ホールセンサ６６の回転信号および予め定められた駆動ギア６２と変速ギア６３の
ギア比に基づいて、モータ６１を回転し始めてからのモータ６１の回転数を計測する。以
降、輸液ポンプ６は、制御方式の変更を指示されるまで、滴下制御方式による輸液の流量
の制御を実行する。また、制御部３０は、例えばＲＡＭ６０Ｃの予め定めた領域に記憶さ
れる判定カウンタＶの値を“０”に初期化する。なお、判定カウンタＶは、処理の繰り返
し数を管理するためのカウンタである。
【０１３５】
　ステップＳ２１０において、制御部３０は、例えばＲＡＭ６０Ｃの予め定めた領域に予
め記憶されている、予め設定された輸液の流量に応じた基準滴下数を取得する。この場合
、基準滴下数に対応する所定期間は、例えばモータ６１が初期角速度で規定回転数Ｍ２だ
け回転する期間となる。
【０１３６】
　なお、規定回転数Ｍ２は、２０滴／ｍｌの輸液セット５と、６０滴／ｍｌの輸液セット
５とで、異なる値に設定してもよい。
【０１３７】
　基準滴下数は、装置群１の実験データ、または装置群１の設計仕様に基づくコンピュー
タシミュレーション等により、予め設定された輸液の流量に応じて予め算出される値であ
る。なお、ステップＳ２１０において、制御部３０は、ＲＡＭ６０Ｃに予め記憶された基
準滴下数を取得する代わりに、滴下検知信号の波形の変化に基づいて基準滴下数を実際に
計測するようにしてもよい。以降、モータ６１が規定回転数Ｍ２だけ回転することを、「
１セット」という場合がある。
【０１３８】
　ステップＳ２２０において、検知部１０は、滴下検知信号の波形の変化に基づいてモー
タ６１の１セット中における液滴の滴下数（測定滴下数）を計測する。この場合、測定滴
下数を計測する期間（測定滴下数に対応する所定期間）は、例えばステップＳ２２０の実
行中におけるモータ６１の角速度で、モータ６１が規定回転数Ｍ２だけ回転する期間とな
る。そして、検知部１０は、（１）式を用いて適合率を算出する。
【０１３９】
（数１）
　　ＣＲ＝ＭＤ／ＣＤ　・・・（１）
【０１４０】
　ここで、ＣＲは適合率、ＭＤは測定滴下数、ＣＤは基準滴下数を示す。例えば、測定滴
下数が基準滴下数と同じであれば、適合率は“１”となる。すなわち、適合率が“１”の
場合は、点滴筒３は静止状態にあることを示す。
【０１４１】
　また、ステップＳ２２０において、検知部１０は、判定カウンタＶの値を１つ増加する
。
【０１４２】
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　ステップＳ２３０において、検知部１０は、例えばＲＡＭ６０Ｃの予め定めた領域に予
め記憶される繰り返し回数Ｑ１（Ｑ１は正の整数）を取得する。そして、検知部１０は、
判定カウンタＶの値が繰り返し回数Ｑ１と一致するか否か判定する。否定判定の場合には
ステップＳ２２０に戻り、ステップＳ２２０で再び測定滴下数を計測して適合率を算出す
る。一方、肯定判定の場合にはステップＳ２４０に移行する。すなわち、繰り返し回数Ｑ
１は、滴下制御の実行中における適合率の算出回数を規定する値である。
【０１４３】
　なお、ステップＳ２２０で算出した適合率から点滴筒３が揺れているか否かを判定する
ためには、複数の適合率に基づいて判定した方が判定精度が上がるため、繰り返し回数Ｑ
１は、“２”以上であることが好ましい。
【０１４４】
　ステップＳ２４０において、検知部１０は、ステップＳ２２０で繰り返し回数Ｑ１にわ
たって連続して算出した適合率の各々が予め定めた範囲を超えているか否かを判定する。
具体的には、予め定めた範囲の下限を下限値Ｄ１、上限を上限値Ｄ２とすれば、検知部１
０は、ステップＳ２２０で繰り返し回数Ｑ１にわたって連続して算出した適合率の各々が
、下限値Ｄ１未満か、または上限値Ｄ２より大きいか否かを判定する。
【０１４５】
　前述したように、点滴筒３が静止している状態での適合率（＝１）に対して、ステップ
Ｓ２２０で算出した適合率が予め定めた範囲を超える場合に点滴筒３が揺れているとみな
すことができる。したがって、一例として、ここでは適合率が±１０％の範囲を超えた場
合に、点滴筒３が揺れていると判定する。すなわち、下限値Ｄ１は“０．９”、上限値Ｄ
２は”１．１”となる。
【０１４６】
　なお、適合率の下限値Ｄ１および上限値Ｄ２の値はこれに限られない。例えば、下限値
Ｄ１および上限値Ｄ２の値は、２０滴／ｍｌの輸液セット５と、６０滴／ｍｌの輸液セッ
ト５とで、異なる値に設定してもよい。
【０１４７】
　ステップＳ２４０の判定処理が肯定判定の場合には、検知部１０は、点滴筒３が揺れて
いると判定し、揺れ検知信号を切り替え部２０に出力してステップＳ２５０に移行する。
一方、否定判定の場合には、検知部１０は、点滴筒３は揺れていないと判定して、後述す
るステップＳ２５０～Ｓ２９０の処理を実行せずにステップＳ３００に移行する。
【０１４８】
　既に説明したように、滴下制御方式の場合、点滴筒３の揺れに伴う液滴の滴下数の一時
的な変動により、実際には輸液の流量に変化がないにもかかわらず、輸液の流量が規定範
囲を超えて変動したと誤判定される場合が考えられる。
【０１４９】
　したがって、ステップＳ２５０において、検知部１０から揺れ検知信号を受信した切り
替え部２０は、輸液の流量の制御方式を滴下制御方式から歩行モードに切り替える制御切
り替え信号を制御部３０に出力する。
【０１５０】
　そして、切り替え部２０から制御切り替え信号を受信した制御部３０は、輸液ポンプ６
における輸液の流量の制御方式を、滴下制御方式から第１実施形態で説明した歩行モード
に切り替える設定を行う。また、制御部３０は、判定カウンタＶの値を“０”に初期化す
る。
【０１５１】
　ステップＳ２６０において、検知部１０はステップＳ２２０と同様に、滴下検知信号の
波形の変化に基づいてモータ６１の１セット中における測定滴下数を計測し、適合率を算
出する。また、検知部１０は、判定カウンタＶの値を１つ増加する。
【０１５２】
　ステップＳ２７０において、検知部１０は、例えばＲＡＭ６０Ｃの予め定めた領域に予
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め記憶される繰り返し回数Ｑ２（Ｑ２は正の整数）を取得する。そして、検知部１０は、
判定カウンタＶの値が繰り返し回数Ｑ２と一致するか否か判定する。否定判定の場合には
ステップＳ２６０に戻り、ステップＳ２６０で再び測定滴下数を計測して適合率を算出す
る。一方、肯定判定の場合にはステップＳ２８０に移行する。すなわち、繰り返し回数Ｑ
２は、歩行モードにおける適合率の算出回数を規定する値である。
【０１５３】
　なお、点滴筒３の揺れが収まり静止状態になるまでには所定の時間を要すると考えられ
ることから、繰り返し回数Ｑ２は“２”以上であることが好ましい。
【０１５４】
　ステップＳ２８０において、検知部１０は、ステップＳ２７０で繰り返し回数Ｑ２にわ
たって連続して算出した適合率の各々が、下限を下限値Ｄ１、上限を上限値Ｄ２とする予
め定めた範囲を超えているか否かを判定する。
【０１５５】
　ステップＳ２８０の判定処理が肯定判定の場合、点滴筒３はまだ揺れているとみなすこ
とができるため、検知部１０は、判定カウンタＶを“０”に初期化してステップＳ２６０
に移行する。そして、検知部１０は、点滴筒３の揺れが収まったとみなすことができるま
で、ステップＳ２６０～Ｓ２８０を繰り返す。
【０１５６】
　一方、ステップＳ２８０の判定処理が否定判定の場合、ステップＳ２９０に移行する。
この場合、検知部１０は、点滴筒３の揺れが収まったとみなし、点滴筒３の揺れが収まっ
たことを通知する信号を切り替え部２０に出力する。
【０１５７】
　ステップＳ２９０において、切り替え部２０は、輸液ポンプ６における輸液の流量の制
御方式を歩行モードから滴下制御方式に切り替える制御切り替え信号を、制御部３０に出
力する。当該制御切り替え信号を受信した制御部３０は、輸液の流量の制御方式を歩行モ
ードから滴下制御方式に切り替える。また、制御部３０は、判定カウンタＶを“０”に初
期化する。
【０１５８】
　なお、制御部３０は、ステップＳ２８０で下限値Ｄ１以上かつ上限値Ｄ２以下の値を有
すると判定されたＱ２個の適合率に対応する各測定滴下数のうち、直近に計測された測定
滴下数から時系列順にＱ３個（ただし、Ｑ３≦Ｑ２）の測定滴下数を取得し、例えばＱ３
個の測定滴下数の平均値を新たな基準滴下数として、以降の適合率の算出に用いるように
してもよい。
【０１５９】
　例えばチューブ４の変形等によって静止状態にある点滴筒３の基準滴下数が変化するこ
とも考えられるため、輸液ポンプ６の動作に伴って基準滴下数を随時更新することにより
、基準滴下数を固定値とした場合に比べて、点滴筒３が揺れているか否かを精度よく判定
することができる。
【０１６０】
　ステップＳ３００において、制御部３０は、例えば入力機器７５から終了指示を受け付
けたか否かを判定し、終了指示を受け付けていない場合には、ステップＳ２２０に移行す
る。そして、ステップＳ２２０～Ｓ３００の各処理を繰り返し実行することで、輸液の流
量を制御する。一方、終了指示を受け付けた場合には、図１４に示した制御プログラムを
終了する。
【０１６１】
　なお、本実施形態では、（１）式を用いて適合率を算出したが、適合率の算出方法はこ
れに限られない。適合率は基準滴下数と測定滴下数との割合を示す値であれば、どのよう
な算出式を用いてもよいため、例えば（２）式を用いて適合率を算出してもよい。
【０１６２】
（数２）
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　　ＣＲ＝ＣＤ／ＭＤ　・・・（２）
【０１６３】
　図１５は、実験者が歩行する際、歩行に伴って２０滴／ｍｌの輸液セット５を用いた装
置群１を、輸液スタンド９と共に移動させた場合に得られた適合率の変化を示す記録の一
例である。図１５に示すように、実験者が歩行して輸液ポンプ６における輸液の流量の制
御方式が歩行モードとなっている区間では、他の区間に比べて適合率の変動が大きくなる
傾向が認められる。
【０１６４】
　図１５の適合率の変化に基づいて、実験者の歩行時（すなわち、点滴筒３の揺れを検知
した場合）においても輸液の流量の制御方式を歩行モードに切り替えることなく滴下制御
方式のままにした、従来の輸液ポンプでの流量異常検知による警報通知回数を解析したと
ころ、２０滴／ｍｌの輸液セット５を用いた場合には９２回、６０滴／ｍｌの輸液セット
５を用いた場合には１７回となった。
【０１６５】
　一方、図１５の適合率の変化に基づいて、輸液ポンプ６で図１４に示した制御プログラ
ムを実行した場合の流量異常検知による輸液ポンプ６の警報通知回数を解析したところ、
２０滴／ｍｌの輸液セット５を用いた場合には１回、６０滴／ｍｌの輸液セット５を用い
た場合には５回となり、流量異常検知による警報回数が、それぞれ約９８．９％および約
７０．６％低減した。
【０１６６】
　このように第２実施形態に係る輸液ポンプ６によれば、輸液ポンプ６の動作中に測定滴
下数を計測し、計測した測定滴下数と、点滴筒３が静止状態にある場合に計測した基準滴
下数とに基づいて適合率を算出する。そして、算出した適合率が予め定めた範囲を超える
場合に点滴筒３が揺れていると判定し、第２実施形態に係る輸液ポンプ６は、輸液の流量
の制御方式を滴下制御方式から歩行モードに切り替える。
【０１６７】
　一方、歩行モード中に計測した測定滴下数から算出した適合率が予め定めた範囲以内に
含まれる場合には、点滴筒３の揺れが収まったと判定し、第２実施形態に係る輸液ポンプ
６は、輸液の流量の制御方式を歩行モードから滴下制御方式に切り替える。
【０１６８】
　したがって、点滴筒３に加速度センサを取り付けることなく、点滴筒３の揺れを検知す
ることができる。
【０１６９】
　また、第１実施形態と同様に、点滴筒３が揺れていると判定された期間は、輸液の流量
の制御方式が歩行モードに設定されることから、歩行モードにおける輸液の流量を歩行モ
ードに切り替えようとした直前の流量に維持することができる。
【０１７０】
　したがって、滴下制御方式のように、点滴筒３が揺れている場合に、液滴の流量には変
化がないにもかかわらず輸液の流量が規定範囲を超えて変動したと誤判定し、輸液の流量
を変化させることがない。また、点滴筒３の揺れによって発生する、液滴の滴下数の一時
的な変化に伴う誤警報の通知を抑制することができる。
【０１７１】
　更に、点滴筒３が揺れている期間はモータ６１の単位時間あたりの回転数を固定して輸
液の流量を制御し、点滴筒３が揺れていない期間は、点滴筒３を滴下する液滴の滴下数に
応じて輸液の流量を制御するため、容積制御方式のように専用の輸液セット５を用いるこ
となく、輸液の流量を制御することができる。
【０１７２】
　なお、点滴筒３が揺れている場合、点滴筒３の点滴口３１から滴下する液滴の体積は、
点滴筒３が揺れていない場合より小さくなるため、換言すれば、輸液ポンプ６は、適合率
に基づいて液滴の体積の変化を検知しているということができる。
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【０１７３】
　なお、各実施形態では、フィンガ６８を用いて輸液を搬送する、いわゆる「フィンガポ
ンプ」と称される輸液ポンプ６を用いて動作説明を行った。しかし、輸液ポンプ６に、ロ
ーラが回転しながらチューブ４をしごいて輸液を搬送する「ローラポンプ」と称される輸
液ポンプを用いてもよいことは言うまでもない。
【０１７４】
　また、容積制御方式を採用している輸液ポンプでは、モータ６１の単位時間あたりの回
転数を制御することで輸液の流量を調整するため、滴落検知器７は不要である。しかし、
例えばチューブ４に対するフィンガ６８の押し当て圧力が不足し、チューブ４内の輸液が
輸液ポンプ６で堰き止められない状況が発生した場合、点滴筒３を滴下する液滴の滴下数
が上昇し始める。すなわち、点滴筒３を滴下する液滴の滴下数から輸液ポンプ６の異常を
検知することができるため、点滴筒３に滴落検知器７を取り付ける場合がある。
【０１７５】
　この場合、容積制御方式を採用している輸液ポンプに対して、各実施形態に示した点滴
筒３の揺れの検知手法を適用するようにしてもよい。
【０１７６】
　以上、各実施形態を用いて本発明を説明したが、本発明は各実施形態に記載の範囲には
限定されない。本発明の要旨を逸脱しない範囲で各実施形態に多様な変更又は改良を加え
ることができ、当該変更又は改良を加えた形態も本発明の技術的範囲に含まれる。例えば
、本発明の要旨を逸脱しない範囲で処理の順序を変更してもよい。
【符号の説明】
【０１７７】
１・・・装置群、２・・・輸液バッグ、２Ａ・・・チューブ接続口、３・・・点滴筒、４
・・・チューブ、５・・・輸液セット、６・・・輸液ポンプ、７・・・滴落検知器、８・
・・通信線、９・・・輸液スタンド、１０・・・検知部、２０・・・切り替え部、３０・
・・制御部、３１・・・点滴口、４０・・・搬送部、５０・・・出力部、６０・・・コン
ピュータ、６０Ａ・・・ＣＰＵ、６０Ｂ・・・ＲＯＭ、６０Ｃ・・・ＲＡＭ、６０Ｄ・・
・Ｉ／Ｏ、６０Ｅ・・・バス、６１・・・モータ、６２・・・駆動ギア、６３・・・変速
ギア、６４・・・フィンガ部、６５・・・磁石、６６・・・ホールセンサ、６７・・・カ
ム、６８(６８Ａ、６８Ｂ) ・・・フィンガ、６９・・・加圧板、７０・・・シャフト、
７１・・・赤外線、７２・・・赤外線ＬＥＤ、７３・・・フォトトランジスタ、７４・・
・アラーム、７５・・・入力機器、Ａ１・・・閾値、Ｄ１・・・下限値、Ｄ２・・・上限
値、Ｍ２・・・規定回転数、Ｑ１、Ｑ２・・・繰り返し回数、Ｒ１、Ｒ２・・・規定回転
数、Ｖ・・・判定カウンタ
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